
　いすみ市の人事行政における公正性、透明性を高めるため、「いすみ市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」

に基づき、令和６年度における職員数、給与、勤務条件等の人事行政の状況について、次のとおり公表いたします。

１．職員の任免及び職員数に関する状況

(1)採用・退職者数について (2)部門別職員数の状況

(注） 1.令和６年度に採用及び退職した職員数です。

2.（　）内は再任用短時間勤務職員を外書き。 (注） 1.職員数は一般職に属する職員数です。

2.[　]内は条例定数の合計です。

(3)年齢別職員構成数の状況（令和6年4月1日現在）

（8人）
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いすみ市人事行政の運営等の状況の公表

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

(注） 特別職、教育長は除く。

(4)定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

① 定員適正化計画の主な推進方策 ② 定員適正化目標（第４次計画）

・

・

・

・ 新しい技術を活用した事務の改善

・

③ 定員適正化計画の進捗状況（第１次、第２次、第３次、第４次計画）
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～～～
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２
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計画期間

　いすみ市定員適正化計画は、３町の合併による効果を最大限に発揮し、簡素で効率的な行政体制の確立を
目指し、平成18年10月に「第１次いすみ市定員適正化計画」（平成18年度～平成22年度）を策定しました。
以降、第２次計画（平成23年度～平成27年度）及び第３次計画（平成28年度～令和2年度）を策定し、継続し
た組織機構の見直しや新規採用の抑制をはじめとする各種行政改革の取り組みにより、合併後15年間で合わ
せて170名超の職員数の削減を達成しました。
　今後もあらゆる状況に的確に対応し、未来を見据えた行政運営と良質な市民サービスの提供を図ることを
目的として、令和３年度から令和７年度までの５年間を新たに第４次計画期間として策定しました。

始期
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組織体制の見直し
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計
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以上
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～
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令和８年３月31日 ２０人削減

H27H24H19
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（４月１日職員数）

352
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343347

R5 R6

民間活力の導入の推進

年度

取組結果

定員目標 350

347
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２．職員の人事評価の状況

　いすみ市では、平成26年度より能力及び実績に基づく人事管理の徹底を図り、組織内の意識の共有化や業務改善へ

つなげるため、職員の人材育成を柱とした人事評価制度を導入しています。

３．職員の給与の状況

【１．総括】

(1)人件費の状況（普通会計決算）

Ａ Ｂ Ｂ/Ａ

％

(2)職員給与費の状況（普通会計予算）

Ａ Ｂ Ｂ/Ａ

人

(注） 1.職員手当には退職手当を含まない。

2.給与費は令和７年度いすみ市当初予算に計上された額です。

3.（　）内は短時間勤務職員を外書き。

(3)ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

1 ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。

2 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

【２．職員の平均給与月額、初任給等の状況】

(1)職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況 (2)職員の初任給の状況（令和7年4月1日現在）

技能労務職

（注） 1 「平均給料月額」とは、令和7年4月1日現在における各

職種毎の職員の基本給です。

2 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養

手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当

の額を合計したものです。

　職務遂行過程ににおける能力の状況

千円

区分

1,403,883

千円

（令和６年度末）

評価期間

（38）

千円

330

区分 平均給料月額

一般行政職

技能労務職 272,283円54歳8ヶ月

千円

194,500円

566,647 5,848

区分

評価項目
　当初に定めた個人の目標に対する達成度の状況

能力評価

平均給与月額

千円

181,410
令和７年度

人

34,468
令和６年度

710,827

職員数

(注）

実質収支

22,724,174

区分
職員手当

346,345円

歳出額

　毎年４月１日から翌年３月３１日までの期間

千円

令和５年度の人件費率
人件費

16.93,471,662

千円

給与費 一人当たり給与費

　全職員

％

（参考）

大学卒

299,336円

平均年齢

2,151,940

千円

計給料

15.3

期末・勤勉手当

人件費率

対象職員

住民基本台帳人口

業績評価

199,000円

初任給

一般行政職44歳5ヶ月
高校卒

225,600円
386,236円

高校卒

92.0

94.0

96.0

98.0

100.0

102.0

いすみ市 類似団体平均 全国市平均

(H31.4.1)
100.1

(R6.4.1)
99.4

(H31.4.1)
97.5

(R6.4.1)
97.4

(H31.4.1)
98.9

(R6.4.1)
98.6
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(3)職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和7年4月1日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円
（注） 各階層別の職員数が少ないことから５年毎の数値としています。

（経験年数10年欄は10～15年、15年欄は15～20年、20年欄は20～25年、25年欄は25～30年の職員の平均となっています。）

【３．一般行政職の級別職員数の状況】
令和7年4月1日現在

（注） 1.いすみ市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

2.標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

【４．職員の手当の状況】

(1)期末手当・勤勉手当 (2)退職手当 令和7年4月1日現在

1人当たり平均支給額（令和6年度）

千円

千円 勤続２０年 月分 月分

（令和7年度支給割合） 勤続２５年 月分 月分

期末手当 勤勉手当 勤続３５年 月分 月分

月分 月分 最高限度額 月分 月分

( ） 月分 （ ） 月分 その他の加算措置

（加算措置の状況） ・定年前早期退職特例措置 ２％～２０％加算

職制上の段階、職務の級等による加算措置 1人当たり平均支給額

・役職加算 5％～15％

（注） ( )内は、再任用職員に係る支給割合です。 （注）

(3)時間外勤務手当

(4)特殊勤務手当 令和7年4月1日現在

支給実績（令和６年度決算）

支給職員1人当たり平均支給年額（令和６年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和６年度）

手当の種類（手当数）

他市町村での災害応急作業等

（注） 特殊勤務手当は、普通会計の額です。

-

経験年数25年

400,500

365,800

295,800

-

経験年数20年経験年数10年

290,600

260,400

-

-

323,200

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ職員 ごみ処理作業に従事 日額 250円

284,900

-

1,535

普通会計等 31,948

普通、水道会計等

主な支給対象職員

行旅病人救護

感染症菌家畜処理

清掃作業手当

2.50

主な支給対象業務

１級

５級

15人

1.00

参事

1,556
水道事業会計

８級

行旅病人及び死亡
人の取扱手当

2.10

1.40

主事

６級

４級

課長補佐

手当の名称

７級

災害応急作業手当

普通会計等

構成比

班長

区分

-

２級

高校卒

主査

経験年数15年

勧奨・定年

28.7%

29人

12.4%

0人

標準的な職務内容

7.2%

大学卒
一般行政職

３級

12.9%

高校卒

中学卒

13.9%

区分

361,100

324,000

-

自己都合

0.0%

13.9%

11.0%

水道事業会計

24.586875

23人

（支給率）

39.757500 47.709000

47.709000

職員数

60人

28.039500

19.669500

27人

33.270750

47.709000

区　　　分

技能労務職

主任主事

感染症患者収容・消毒

29人

課長・主幹

26人

主事

支給実績（令和６年度決算）

防疫手当

千円

55,325

水道事業会計

日額派遣職員

千円

13,813

円

行旅死亡人業務
福祉課職員

4

千円

左記職員に対する支給単価

2,090

千円

退職手当の１人当たり平均支給額は、令和６年度に退職
した職員に支給された平均額です。

普通会計等

％

277

250円

1.44

作業１件

1,080円

日額

300円

日額

作業１件

250円

健康高齢者支援課職員

農林課職員

職員1人当たり平均支給年額（令和６年度決算）
円

円113,695

全職種

208,962

600円

種類
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(5) その他の手当

○配偶者 7級以下

8級

○子

○父母等 7級以下

8級

○特定扶養

・16歳から22歳までの子

・借家の場合（家賃16,000円を超える場合に限る）

家賃の額に応じて28,000円を限度に支給

・電車・ﾊﾞｽを利用する場合

定期券代1ヶ月当たり55,000円まで全額支給

・乗用車等を使用する場合

使用距離に応じて2,000円～31,600円を支給

（注） 宿日直手当は、普通会計の額です。

【５．特別職等の報酬等の状況】

円

円

円

円

円

円

月分

月分

（注） 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月※教育長のみ３年＝３６月）

勤めた場合における退職手当の見込額です。

　 6級

3,500円

　 6級

7,600円

・上記以外の日の午前0時から午前5時

管 理 職 員
特 別 勤 務
手 当

27,371千円

754千円

普通
会計等

3,000円

　 8級・7級（課長、地域市民局長、事務局長）

4.60

7,560,000円

4,000円

　 7級（主幹及び主任指導主事）

管理職手当

通 勤 手 当

水道
事業

30,200円

60,000円

38,800円

24,000円

4.60

・課長

376,800円

区分

・参事

住 居 手 当

手 当 名

10,000円

・勤務1回につき4,400円

市長

給料月額等

水道
事業 -

給
料

587,300円

-

報
酬

議長

630,000

宿日直手当

413,000

351,000

780,000

扶 養 手 当

332,000円

（１期の手当額）

／

／

　　（令和７年度支給割合）

市長

594,000円

―

260,000円

13,104,000円

816,000円

290,000円

550,000

580,000円

／

教育長

／

510,000円

480,000円

― ／

期
末
手
当

　　（令和７年度支給割合）

　 8級・7級（課長、地域市民局長、事務局長） 8,000円

議員

議員

副議長

副市長

議長

副議長

（支給時期）

任期毎

550,000円×在職月数×０．２０ 任期毎

630,000円×在職月数×０．２５

293千円

3,500円

普通
会計等

任期毎

238,012円

（令和６年度決算）

平均支給年額

339,000円

75,022円22,657千円

支給実績
（令和６年度決算）

水道
事業

10,501千円

水道
事業

146,500円

276,333円

内容及び支給単価（令和６年度）

1,883千円

普通
会計等

3,500円

支給職員１人当たり

1,297千円

・主幹

教育長

教育長

989,000円

　　（算定方式）

76千円

／

6,000円

117,891円

3,960,000円

780,000円×在職月数×０．３５退
職
手
当

副市長

市長

普通
会計等

327,000

副市長

（参考）類似団体における最高／最低額

2,034千円

 　7級（主幹及び主任指導主事） 7,000円

6,500円

普通
会計等

・週休日、祝日、年末年始の休日等

1人5,000円加算

・課長補佐

水道
事業

6,500円

347,678円23,294千円

11,413円
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４．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

①勤務時間の状況について

②休暇について

年次有給休暇 ・ １年に２０日

・ 消化できなかった場合は、最高２０日を翌年に繰越できる

療養休暇 ・ 負傷又は疾病のため療養の必要が認められるとき

特別休暇 ・ 選挙等の公民権の行使のための休暇

・ 裁判員、証人、鑑定人、参考人等による裁判所等への出頭のための休暇

・ 骨髄提供及び末梢血幹細胞提供のための休暇

・ ボランティア活動のための休暇

・ 結婚休暇

・ 不妊治療に係る通院等のための休暇

・ 女性職員の生理休暇

・ 妊娠中のつわり等に伴う障害により勤務することが困難なときの休暇

・ 妊娠中又は出産後１年以内の保健指導又は健康診査のための休暇

・ 女性職員の保健所、市町村及び病院等の主催する母親学級への参加のための休暇

・ 交通機関の混雑に対する妊娠中職員の健康保持のために必要な時間

・ 妊娠中職員の母体及び胎児の健康保持のための時間

・ 職員の出産休暇（産前産後休暇）

・ 生後1年6ヶ月に達していない子の育児のための時間

・ 職員の妻の出産休暇

・ 職員の妻が出産する場合で、出産に係る子又は小学校就学前の子の養育のための休暇

・ ９歳までの子の看護、教育若しくは保育に係る行事への参加のための休暇

・ 短期介護休暇

・ 忌引休暇

・ 職員の父母、配偶者及び子の祭日休暇

・ 夏季休暇

・ 勤続期間25年に達した職員の心身の活力の維持及び増進のための休暇

・ 感染症の予防及び感染症の患者に対する交通の制限又は遮断による休暇

・ 天災等により交通が遮断され、出勤することが著しく困難な場合の休暇

・ 災害時における通勤途中の危険を回避するための休暇

・ 天災等による住居の滅失及び破壊に対する復旧作業のための休暇

介護休暇 ・ 配偶者、２親等以内の親族で、負傷、疾病又は老齢により、日常生活を営むのに

支障がある者の介護をするための無給休暇

組合休暇 ・ 職員団体の業務又は活動に従事するために認められる無給休暇

５．職員の休業に関する状況

・ ３歳に満たない子

・ 休業期間については、無給

・ 小学校就学の始期までの子

・ 部分休業の時間数により給料額を減額

・ 小学校就学の始期までの子

・ 勤務時間数に応じた給料額

取得状況欄の上段は令和６年度に新たに取得した者、下段は令和５年度以前から引き続き取得している者の数です。

0人 0人

令和7年度

終了時刻

17:15

休憩

12:00～13:00

内　　　　　　　　　　　　容

0人

開始時刻

育児短時間

男性職員

0人 0人

0人 3人

0人 8人

区　　　分

部分休業

区　分

4人1人

8:30

年度

育児休業

内　　　　　容

女性職員

取得状況（令和６年度）

7人
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６．職員の分限及び懲戒の状況

①職員の分限処分の状況について （令和６年度） ②職員の懲戒処分の状況について （令和６年度）

（注） 同一の者が複数回にわたって処分に付された場合は、その数を重複して計上しています。

７．職員の服務の状況

年次休暇の状況について（令和6年1月1日～令和6年12月31日）

８．職員の退職管理の状況

　地方公務員法の改正（平成28年4月1日施行）により、定年退職等で退職し企業等に再就職した元職員による現職職員

への働きかけの禁止等が規定されました。これに伴い、いすみ市では再就職状況の届出等を定めた「いすみ市職員の退

職管理に関する条例」を制定し、退職管理の一層の適正化を図っています。

９．職員の研修の状況

①千葉県自治研修センターで実施している研修

②夷隅郡市広域市町村圏事務組合で実施している研修

固定資産税評価（土地）研修 固定資産税事務担当職員 1人

行政広報研修 広報担当職員 1人

給与事務研修 給与事務職員 2人

徴収事務担当職員

受講者数

11人

勤務歴５年程度の職員

0人

消化率平均使用日数

主査及び相当職の職員

対象職員

免職停職降級

研修名

市町職員「新任」共同研修

- -

届出状況

新規採用職員

対象職員

9人

市町職員「監督者」共同研修

1人勤務歴10年程度の職員

市町職員「初級」共同研修 12人

コンプライアンス研修

市町職員「中級」共同研修

--

戒告

11.8日

-

減給

全ての職員

受講者数

-

21人

30.2%

令和６年度退職者

　住民ニーズの多様化や地方分権の推進、社会経済情勢の変化に柔軟かつ的確に対応するため、階層別研修（新任研
修、初級研修、中級研修、監督者研修）、専門実務別研修等に職員を派遣し、人材育成を推進しながら適正な組織体
制の構築を図っています。

研修名

対象者

降任 免職

条例に基づく届出者数

休職

9人-

1人

2人

固定資産税課税研修 固定資産税事務担当職員 1人

市町村税（基礎）研修 税務事務担当職員

2人

2人

徴収事務（初級）研修

個人住民税研修 税務事務担当職員
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１０．職員の福祉及び利益の保護の状況

○福利厚生制度等の概要

(1)市町村職員共済組合

共済制度は、地方公務員法第43条に基づく地方公務員等共済組合法によって定められ、具体的には、

千葉県市町村職員共済組合において、以下の事業を中心に運用、実施しています。

・短期給付（職員とその扶養家族の負傷、疾病、出産、死亡等）

・長期給付（退職共済年金、障害一時金等）

・福祉事業（健康増進事業、貸付事業等）

(2)互助会

地方公務員法第42条に基づき、職員の福利厚生を目的とした「いすみ市職員互助会」を平成17年12月に設置し、

また、千葉県内の市町村等で構成されている「千葉県市町村職員互助会」にも加入しています。

その事業内容等は次のとおりです。

１．いすみ市職員互助会

会員により運営されており、事業費の原資は、会員の掛金です。

○事業内容

・病気見舞金 ・死亡弔慰金 ・災害見舞金 ・退職記念金 ・永年勤続祝金

・結婚祝金 ・出生祝金 ・インフルエンザ予防接種助成金 ・人間ドック助成金

２．千葉県市町村職員互助会

千葉県内の市町村等職員により構成されており、事業費原資は会員の掛金と公費支出（負担金）で賄われて

います。なお、公費支出額は、440千円（令和６年度決算額）です。

○事業内容（令和６年度実績） （単位：千円）

※上記のほか、永年勤続者宿泊補助券、保養所等助成金があるが、市町村別集計がないため件数等は記載

していません。

(3)公務災害補償

公務災害補償制度は、地方公務員法第45条に基づく地方公務員災害補償法によって定められ、職員が

公務上の災害（負傷、疾病・障害等）又は通勤による災害を受けた場合、その生じた損害の補償と被災

職員の社会復帰に必要な事業を行っています。

○公務災害認定者数　２人　（うち通勤災害　０人）

(4)その他

職員の健康確保を図るため、定期健康診査を実施し、健康障害や疾病の早期発見に努めています。

○定期健康診査受診者数　　２４０人

１１．公平委員会に係る業務の状況

-

給付額

-

20件 100

202

-

-

-

０件

-

災害給付金

出産費助成金

-

15件

給付額

4件

-

入学祝金80

-

392 就職祝金

介護休暇助成金

老人看護助成金

０件

(1) 勤務条件に関する措置の要求の状況

(2) 不利益処分についての審査請求の状況

退会せん別金

8件

育児休暇助成金

216 遺児育英金

-

80永年勤続者祝金

弔慰金

給付区分

家族弔慰金

長期療養者助成金

60

件数給付区分

1件

13件

-

-

3件

件数

7


